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第 1 章 建設コンサルタン

 

第２章 建設コンサルタントを取り巻く状況 

 

 

2-4-1 持続可能な社会に向けて 

国連が 2015 年に採択した SDGs（持続可能な開発目標）は、2030 年を達成期限とする 17 の目

標から構成されており、各国政府のみならず、企業、金融機関、市民社会を含む多様な主体の行

動指針として位置付けられている。日本では、政府が自発的国家レビュー（VNR）を通じて SDGs

の進捗状況を国際社会に報告しており、その中で企業の取組も重要な構成要素として整理されて

いる。 

企業にとっての SDGs は、単なる社会貢献目標や理念の表明ではなく、事業活動と社会課題と

の関係性を体系的に整理するための共通フレームとして機能している。具体的には、事業戦略と

SDGs との対応関係の整理、マテリアリティ（重要課題）の特定、ESG 評価や統合報告における説

明の基盤として活用されており、社内外のステークホルダーとの対話を円滑にする役割を果たし

ている。 

気候変動分野においては、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）及びその下で採択されたパリ協

定が国際的な基盤となっている。パリ協定では、世界全体での温室効果ガス排出削減を目指し、

各国が NDC（国が決定する貢献）を提出・更新する仕組みが採用されている。 

日本が提出する NDC は、エネルギー政策や産業政策と密接に結びついており、その内容は企業

の排出削減目標の設定や中長期的な投資計画に直接的な影響を与えている。このため、パリ協定

は政府間合意にとどまらず、企業経営に対しても脱炭素化を前提とした事業構造の転換を促す枠

組みとして位置付けられる。 

国連グローバル・コンパクト（UN Global Compact）は、人権、労働、環境、腐敗防止の 4 分野

に関する 10 原則を掲げ、企業に対して自発的な行動変革を促す国連主導のイニシアティブであ

る。日本においても多くの企業が参加しており、サステナビリティ経営の基本的な考え方を整理

する枠組みとして活用されている（図 2-4-1）。 

 

出典：『企業の持続可能性に関するガイド -持続可能な未来を創造するために-』（2015 年 3 

月 30 日 グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン ホームページ参照） 

https://www.ungcjn.org/activities/topics/detail.php?id=164 

図 2-4-1 国連グローバル・コンパクトの 10 原則 

２－４ サステナビリティ経営の実践 
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第２章 建設コンサルタントを取り巻く状況 

 

また、責任投資原則（PRI）は、機関投資家が ESG 要素を投資判断やエンゲージメントに組み

込むことを求める原則であり、日本の資本市場においてもその影響力は年々高まっている。PRI の

浸透により、企業のサステナビリティ対応は資本市場での評価と直結する要素となり、情報開示

と実行の両立が求められる状況が形成されている。 

 

2-4-2 国の政策動向   

（１）GX（グリーン・トランスフォーメーション）政策の推進 

我が国では、脱炭素を経済成長の制約ではなく新たな成長機会として捉え、GX を国家戦略とし

て推進している。GX 推進法の制定や GX2040 ビジョンの策定を通じて、長期的な投資の予見性を

高め、官民連携による大規模な脱炭素投資を促進している。 

 

（２）有価証券報告書におけるサステナビリティ情報開示 

金融庁は、金融商品取引法に基づく開示制度を改正し、有価証券報告書においてサステナビリ

ティに関する考え方及び取組の記載を求めている。これにより、上場企業は気候変動対応、人材

戦略、多様性といった非財務情報を、法定開示として体系的に説明する必要が生じている。 

 

（３）日本版サステナビリティ開示基準 

サステナビリティ基準委員会（SSBJ）は、国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）基準との

整合性を重視しつつ、日本独自のサステナビリティ開示基準を策定している。これにより、日本

企業のサステナビリティ情報開示は、国際比較可能性を確保しながら国内制度との整合を図る方

向で進展している。 

 

2-4-3 民間企業の動向 

（１）経営戦略への統合 

我が国の民間企業では、サステナビリティを従来の CSR 活動（Corporate Social Responsibility：

企業の社会的責任）から、経営戦略・事業戦略の中核へと位置付け直す動きが進んでいる。統合

報告書や有価証券報告書では、戦略、ガバナンス、リスク管理、指標と目標を一体的に説明する

構成が定着しつつある。 

 

（２）気候・人権・サプライチェーン対応の拡大 

気候分野では TCFD 提言（気候関連財務情報開示タスクフォース）を踏まえた情報開示や SBT

設定（Science Based Targets：科学的根拠に基づく目標）が進展している。人権分野においても、

人権方針の策定や人権デューデリジェンス（Human Rights Due Diligence）の導入が広がっている。  

更に、サプライチェーン全体を通じた排出量把握や人権対応が取引条件として求められる事例

も増加している。 

 

（３）競争領域としてのサステナビリティ 

民間企業におけるサステナビリティ経営は、規制や投資家要請への対応としての「守り」と、
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新規事業創出や技術投資を通じた「攻め」の両面を併せ持つ。特に GX 関連分野では、環境対応

そのものが競争優位や企業価値向上に直結するケースが増えている。 

 

2-4-4 協会の取組み 

2025 年 10 月に行われたマネジメントセミナー第 3 講では、「サステナビリティ経営の実践に

向けて～会員企業のモニタリング調査と SDGs を取り入れた企業経営の在り方」ついて発表した。 
サステナビリティ経営の新たな枠組（案）としては、「業務における環境配慮」として環境に

配慮した業務実施のシステムづくり、「経営における環境配慮」として【社外向け】企業価値を

高める事業実施のシステムづくり、【社員向け、グループ会社向け】持続可能な目標達成のシス

テムづくりとし、全体で環境経営の価値を向上するものと捉えている。各会員企業が企業統治す

るヒントを探り、環境経営の価値を高め、経営システムに取り入れるための一助とすることを目

指している。 
建設コンサルタントのサステナビリティ経営は、図 2-4-2 のように示すことができる。「業務

における環境配慮」「社会貢献活動・企業価値の向上」「持続可能な事業展開」の 3 つの側面か

ら実践しているものと考えられる。会員企業や技術者がこれまでの環境配慮への取組みを見直し、

サステナビリティ経営としていく機会と捉えることができる。 
マネジメントシステムに基づいて PDCA サイクルを回しながら、環境配慮の側面から持続可能

な活動を目指し、地域経済の活性化や豊かな社会の形成につなげていくことが基本になるものと

考えられる。 
 

 
 

 

図 2-4-2 サステナビリティ経営の実践に向けて 

〇建設コンサルタントは、３つの点からサステナビリティ経営を実践

〇会員企業の実践状況をモニタリングし、セミナーで紹介

〇EA21やSDGsを取り入れた企業経営に取り組むことを提案

EA21: エコアクション 21。環境省が策定した中小企業向けを中心とした環境経営システム 
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協会では、会員企業向けに ISO 規格改正に伴う「JIS Q 14001:2015 運用の手引き」、環境配慮

に関するアンケートの結果報告、計画・設計業務に環境配慮を確実に反映するための「環境配

慮の手引き 2021」「環境配慮経営の実践に向けて（マネジメントセミナー解説書）」「サステ

ナビリティ経営の実践と事例」（2024 年 3 月）等の発行・ホームページ掲載によって情報を提

供している。近年は「サステナビリティ経営」「環境マネジメントシステム（EMS）による企

業価値向上」「SDGs」などをテーマとした講演会を開催するとともに、関係団体や事業者への

ヒアリング、現地視察を行い、サステナビリティ経営の参考となる実践例を紹介している（写

真 2-4-1）。 

 

 

講演名：「サステナビリティ経営の基本と実践」 
シェアードバリュー・コンサルティング代表 水上武彦氏 

 
写真 2-4-1 環境配慮専門委員会による 2025 年度勉強会の様子 

  




